
    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 



 



 

議案第１８号 

平成２５年度ニセコ町公共下水道事業特別会計予算 

 

平成２５年度ニセコ町の公共下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１７７，４００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及

び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

  

  

  

  

  

  

  

       平成２５年３月７日提出 

  

ニセコ町長  片 山 健 也      
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(単位：千円)
( 歳　　入 )

項款

歳 入 歳 出 予 算

金　　　　　　額

2

第 １ 表

 1. 分担金及び負担金 151    

151 1. 分担金

 2. 使用料及び手数料 35,125    

35,107 1. 使用料

18 2. 手数料

 3. 国庫支出金 3,500    

3,500 1. 国庫補助金

 4. 繰入金 110,774    

110,774 1. 一般会計繰入金

 5. 繰越金 50    

50 1. 繰越金

 6. 町債 27,800    

27,800 1. 町債

177,400歳　 入 　合 　計



(単位：千円)
( 歳　　出 )

項款 金　　　　　　額

 1. 総務費 20,930    

20,930 1. 総務管理費

 2. 管理費 34,519    

34,519 1. 維持管理費

 3. 建設改良費 7,428    

7,428 1. 建設改良費

 4. 公債費 114,023    

114,023 1. 公債費

 5. 予備費 500    

500 1. 予備費

177,400歳 　出 　合 　計
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第 ２ 表  地   方   債 

 

起 債 の 目 的 

限  度  額 

(千円) 

起債の 

方 法 

利    率 償   還   の   方   法 

資 本 費 平 準 化 債 ２７，８００ 証書借入 

年利２．５％以内 
（ただし、利率見直し方式で借り入れる資金について、利

率の見直しを行った後においては、当該見直し後の利率） 

２０年以内 
(内据置３年以内) 

ただし、町財政の都合により据置期間及

び償還期限を短縮し、もしくは繰上償還

又は低利に借換することができる。 

計 ２７，８００    
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(単位：千円)( 歳　　入 )

比　　　較本　年　度款

6

歳入歳出予算事項別明細書

前　年　度

１．総　　　括

 1.　分担金及び負担金 151 201 △ 50

 2.　使用料及び手数料 35,125 35,468 △ 343

 3.　国庫支出金 3,500 0 3,500

 4.　繰入金 110,774 100,581 10,193

 5.　繰越金 50 50 0

 6.　町債 27,800 36,200 △ 8,400

177,400 172,500 4,900歳　 入 　合 　計



(単位：千円)
( 歳　　出 )

本　年　度　の　財　源　内　訳

一般財源特　定　財　源　
前年度予算額本年度予算額 比　　較款

国道支出金 地　方　債 そ　の　他

1. 総務費 20,930 20,478 452 18 20,912

2. 管理費 34,519 34,052 467 34,519

3. 建設改良費 3,5007,428 1,191 6,237 151 3,777

4. 公債費 114,023 116,279 △ 2,256 27,800 86,223

5. 予備費 500 500 0 500

3,500177,400 172,500 4,900 27,800 169 145,931歳　　出　　合　　計

7



金　　額区　　　分

(単位：千円)

２．歳　　入

説　　　　　　明

節

前　年　度本　年　度 比　　較款　項　目

8

款 1.分担金及び負担金 201 △50151

項 1. 分担金 201 △50151

公共下水道事業分担金現年分1. 公共下水道事業分担金

現年分

目 151 201 △501. 公共下水道事業分担

金

150

150

公共下水道事業分担金滞納繰越分2. 公共下水道事業分担金

滞納繰越分

1

1



金　　額区　　　分

(単位：千円)

説　　　　　　明

節

前　年　度本　年　度 比　　較款　項　目

款 2.使用料及び手数料 35,468 △34335,125

項 1. 使用料 35,446 △33935,107

現年下水道使用料1. 現年使用料目 35,107 35,446 △3391. 下水道使用料 34,707

34,707

滞納繰越下水道使用料2. 滞納繰越使用料 400

400

項 2. 手数料 22 △418

排水工事事業者指定審査登録手数料2. 審査手数料目 18 22 △41. 諸手数料 18

10

排水設備工事計画確認審査等手数料

8

9



金　　額区　　　分

(単位：千円)

説　　　　　　明

節

前　年　度本　年　度 比　　較款　項　目

10

款 3.国庫支出金 0 3,5003,500 「本款新設」

項 1. 国庫補助金 0 3,5003,500

社会資本整備総合交付金2. 社会資本整備総合交付

金

目 3,500 0 3,5001. 公共下水道事業国庫

補助金

3,500

3,500



金　　額区　　　分

(単位：千円)

説　　　　　　明

節

前　年　度本　年　度 比　　較款　項　目

款 4.繰入金 100,581 10,193110,774

項 1. 一般会計繰入金 100,581 10,193110,774

一般会計繰入金1. 一般会計繰入金目 110,774 100,581 10,1931. 一般会計繰入金 110,774

110,774
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金　　額区　　　分

(単位：千円)

説　　　　　　明

節

前　年　度本　年　度 比　　較款　項　目

12

款 5.繰越金 50 050

項 1. 繰越金 50 050

前年度繰越金1. 前年度繰越金目 50 50 01. 繰越金 50

50



金　　額区　　　分

(単位：千円)

説　　　　　　明

節

前　年　度本　年　度 比　　較款　項　目

款 6.町債 36,200 △8,40027,800

項 1. 町債 36,200 △8,40027,800

資本費平準化債2. 資本費平準化債目 27,800 36,200 △8,4001. 公共下水道事業債 27,800

27,800
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特　 定　 財　 源

地 方 債 そ の 他国道支出金

本　年　度　の　財　源　内　訳

金　額区　 分

(単位：千円)３．歳　　出

説　　　　　　明

節

前 年 度本 年 度 比　　較款　　項　　目

14

一般財源

総務費款 1.
20,478 45220,930 20,9121800

総務管理費
項 1.

20,478 45220,930 20,9121800

一般管理費目 20,930 20,478 4521. 9,00320,9121800 2. 給料 9,003一般職給

7,3333. 職員手当等 684扶養手当

50通勤手当

197時間外勤務手当

376管理職手当

2,283一般職期末手当

1,108勤勉手当

264一般職寒冷地手当

2,071退職手当組合負担金

300一般職児童手当

3,1004. 共済費 3,086共済組合納付金



14公務災害補償基金納付金

249. 旅費 24普通旅費

11811. 需用費 118消耗品費

82619. 負担金補助及

び交付金

7市町村職員福祉協会負担金

10下水道事業担当者会議負担金

8下水道推進協議会会費

57下水道協会会費

29日本下水道協会北海道地方支

部会費

715下水道会計料金収納事務負担

金

52627. 公課費 526消費税納付金
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特　 定　 財　 源

地 方 債 そ の 他国道支出金

本　年　度　の　財　源　内　訳

金　額区　 分

(単位：千円)

説　　　　　　明

節

前 年 度本 年 度 比　　較款　　項　　目
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一般財源

管理費款 2.
34,052 46734,519 34,519000

維持管理費
項 1.

34,052 46734,519 34,519000

維持管理費目 34,519 34,052 4671. 834,519000 9. 旅費 8普通旅費

7,91611. 需用費 2,862消耗品費

471燃料費

4,182光熱水費

401修繕料

66312. 役務費 192通信運搬費

11手数料

11ごみ処理手数料

61自動車損害保険料

388火災保険料

24,74713. 委託料 189公共下水道事業台帳作成業務

委託料



492下水道汚泥収集運搬処理委託

料

188下水道汚泥分析委託料

201電気保安業務委託料

27消防用設備保守点検業務委託

料

246夜間警備保安業務委託料

22,651下水道管理センター維持管理

委託料

753下水道管渠清掃委託料

17314. 使用料及び賃

借料

5用地使用料

76作業機材借上料

92複写機借上料

98219. 負担金補助及

び交付金

982下水道汚泥処理負担金

3027. 公課費 30自動車重量税
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特　 定　 財　 源

地 方 債 そ の 他国道支出金

本　年　度　の　財　源　内　訳

金　額区　 分

(単位：千円)

説　　　　　　明

節

前 年 度本 年 度 比　　較款　　項　　目

18

一般財源

建設改良費款 3.
1,191 6,2377,428 3,77715103,500

建設改良費
項 1.

1,191 6,2377,428 3,77715103,500

建設改良費目 7,428 1,191 6,2371. 363,77715103,500 9. 旅費 36普通旅費

2411. 需用費 24消耗品費

7,22413. 委託料 7,224公共下水道事業長寿命化計画

策定委託料

14414. 使用料及び賃

借料

144土木積算システム使用料



公債費款 4.
116,279 △2,256114,023 86,223027,8000

公債費
項 1.

116,279 △2,256114,023 86,223027,8000

元金目 92,608 93,438 △8301. 92,60864,808027,8000 23. 償還金利子及

び割引料

92,608町債償還元金

利子目 21,415 22,841 △1,4262. 21,41521,415000 23. 償還金利子及

び割引料

21,415町債償還利子
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特　 定　 財　 源

地 方 債 そ の 他国道支出金

本　年　度　の　財　源　内　訳

金　額区　 分

(単位：千円)

説　　　　　　明

節

前 年 度本 年 度 比　　較款　　項　　目

20

一般財源

予備費款 5.
500 0500 500000

予備費
項 1.

500 0500 500000

予備費目 500 500 01. 500500000 29. 予備費 500予備費
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１．一般職

本年度 2

前年度 2

比　較 0

扶 養 手 当

管 理 職

手 当

時 間 外

勤 務 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当

寒 冷 地

手 当

管理職員特

別勤務手当

住 居 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 684 376 197 2,283 1,108 264

前年度 665 376 223 2,154 1,046 264

比　較 19 0 △ 26 129 62 0

職 員 手 当

区　分

職員数

 

（人）

職　員

手当の

内　訳

7,054

区　分

15,774

7,333 16,3369,003

8,720

給　　 与 　　費 　　明　 　細　 　書

81283 279 562

3,100

3,019

計

（１）総括

643

18,793

19,436

20

280

300

児 童 手 当

(千円)

0

50

50

通 勤 手 当

(千円)

宿 日 直

手 当

(千円)

75

1,996

2,071

退 職 手 当

組合負担金

(千円)

共　済　費

　　　(千円)

合　　計

　　　(千円)

備　考

(千円) (千円) (千円) (千円)

給　　　与　　　費

報 酬 給 料



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額（千円） 備　　考

給料 283 普通昇給に伴う増加分 311   昇給職員数　　2名

  平均昇給率  　3.57％

その他の増減分 △ 28 人事院勧告による減額 △ 28

職員手当 279 その他の増減分 19 扶養手当

　扶養家族数の増加分 19

△ 26 時間外勤務手当 △ 26

129 期末手当

　昇給による増額 129

62 勤勉手当

　昇給による増額 62

20 児童手当

　対象児童数の増分 20

75 退職手当組合負担金

　昇給による増額 75

計 279
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増減事由別内訳（千円） 説　　明



― 24 ―

（３）給料及び職員手当の状況

　　　ア. 職員１人当たり給与

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

　　　イ. 初　任　給

区　　　　分

平成２５年４月１日現在

平成２４年４月１日現在

363,297

技能労務職教育公務員一般行政職

375,087

49.5

647,814

672,304

50.5

一般行政職（円） 技能労務職（円）

一般行政職（円） 技能労務職（円）

国　　の　　制　　度

区　　　分

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

149,800

140,100

126,800 －

149,800

140,100

172,200 172,200



級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

６級 ６級 ６級

５級 ５級 ５級

４級 2 100.0 ４級 ４級

３級 ３級 ３級

２級 ２級 ２級

１級 １級 １級

計 2 100.0 計 計

６級 ６級 ６級

５級 ５級 ５級

４級 1 50.0 ４級 ４級

３級 1 50.0 ３級 ３級

２級 ２級 ２級

１級 １級 １級

計 2 100.0 計 計
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平成２５年４月１日現在

平成２４年４月１日現在

教　育　公　務　員 技　能　労　務　職

区　　分

　　　ウ. 級別職員数

一　般　行　政　職
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（級別の標準的な職務内容）

職　務　の　級

５級

２級

　特に困難な業務を処理する課長等の職務

標　　　準　　　的　　　な　　　職　　　務

６級 　重要な業務を処理する課長等の職務

１級 　定型的な業務を行う職務

４級

３級

　１．係長等の職務

　２．主任の職務

　１．課長等の職務

　２．特に困難な業務を処理する係長等の職務

　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務



　　　エ．昇給

一般行政職 教育公務員 技能労務員

職 員 数 （Ａ） (人） 2 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人） 2 2

２号給 (人）

４号給 (人） 2 2

６号給 (人）

８号給 (人）

　比　　　　　　　率　（Ｂ）／（Ａ）（％） 100.0 100.0

職 員 数 （Ａ） (人） 2 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） (人） 2 2

２号給 (人）

４号給 (人） 2 2

６号給 (人）

８号給 (人）

　比　　　　　　　率　（Ｂ）／（Ａ）（％） 100.0 100.0

― 27 ―

号 級 数 別 内 訳

前

年

度

代　表　的　な　職　務

号 級 数 別 内 訳

区　　　　　　分 合　　計

本

年

度
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　　オ．期末手当・勤勉手当

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

２５年勤続の者

（月分）

３５年勤続の者

（月分）

最高限度

（月分）

備　考

支 給 率 等 38.9550 55.8600 55.8600

国 の 制 度

（ 支 給 率 等 ）

38.9550 55.8600 55.8600

　　キ．調整手当（該当なし）

支 給 対 象 地 域

支 給 率 （％）

支 給 対 象 職 員 数 （人）

国 の 制 度

（ 支 給 率 ）

（％）

備　考支給率計（月分）

職制上の段階職務

の級等による加算

措　　　　　　置

その他の加算措置等 退職時特別昇給

有

有

有

区　　分

　　カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

１２月（月分）

支給期別支給率

６月（月分）

2.050

2.050

1.900

1.900

1.900

2.050

3.950

3.950

3.950

２０年勤続の者

（月分）

28.7875

28.7875

廃止

廃止

定年前早期退職特別措置

（２％～２０％加算）

定年前早期退職特別措置

（２％～２０％加算）



　　ク．特殊勤務手当

（％）

（％）

　　ケ．その他の手当

― 29 ―

代　表　的　な　職　種

国の制度との異同

全　職　種

差　異　の　内　容

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　　分

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率

(平成２５年４月１日現在)

区　　　　　分

同  　　  じ通　勤　手　当

住　居　手　当

扶　養　手　当

同 　 　　じ

同 　 　　じ
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（単位：千円）

下 水 道 事 業 債 834,974 792,409 43,443 748,966

過 疎 対 策 事 業 債 69,429 38,187 21,958 16,229

資 本 費 平 準 化 債 390,426 406,996 27,800 27,207 407,589

合　　　　計 1,294,829 1,237,592 27,800 92,608 1,172,784

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当 該 年 度 中 増 減 見 込

前 前 年 度 末

現 在 高

前年度末現在高

見 込 額

当 該 年 度 末

現在高見込額
当 該 年 度 中

起 債 見 込 額

当 該 年 度 中

元金償還見込額

区　　　　　分
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